
平 成 27 年 度 平 成 28 年 度 差 引
予 算 額 概 算 要 求 増 △ 減 額

千円 千円 千円

－

　　＜必須事業＞
　　　　・自立相談支援事業
　　　　・住居確保給付金
　　　　 （・被保護者就労支援事業（保護課所管））

　　＜任意事業＞
　　　　・就労準備支援事業
　　　　・一時生活支援事業
　　　　・家計相談支援事業
　　　　・子どもの学習支援事業
　　　　・その他事業
　　　　 （・被保護者就労準備支援事業（保護課所管））

－

　　　・民生委員・児童委員研修事業
　　　・寄り添い型相談支援事業

３　地方改善事業関係 4,408,474 4,082,278 ▲ 326,196

　(1)地方改善事業費 3,772,607 3,582,278 ▲ 190,329

　(2)地方改善施設整備費 635,867 500,000 ▲ 135,867

４　全国社会福祉協議会活動の推進関係 177,091 165,789 ▲ 11,302 ○

５　その他（本省費等） 134,710 261,107 126,397 ○　主な経費

合　　　　　計 4,720,275 4,509,174 ▲ 211,101

・生活困窮者自立支援制度を担う人材養成経費　　　　　０．６億円　　　

　生活困窮者の自立に向けた包括的かつ継続的な支援を担う相談支援員
等の養成を促進する。

※「１生活困窮者自立支援法（新法）関連経費」及び「２生活保護適正化等事業（地域福祉増進事業分）」については、内数表記のため、合計には含めていない。

・生活困窮者自立支援統計システムの開発、保守・運用経費 　　０．５億円　　　

　生活困窮者自立支援制度の実施に関して基礎的なデータを把握するため
のシステムの開発及び保守・運用を行う。

・ホームレスの実態に関する全国調査関係経費　　　　　０．８億円　　　

　毎年実施しているホームレスの概数調査に加え、生活実態調査を実施す
る。

※　上記のほか、被災者の見守り・相談支援等を行う事業について、
　「被災者支援総合交付金」（復興庁所管：228億円）に一括計上。

２　生活保護適正化等事業（地域福祉増
進事業分）

全国ボランティアフェスティバルふくしま開催経費（27年度限り）の減

○生活保護適正化等事業（地域福祉増進事業分）について、そ
の実施に必要な額を確保するとともに、以下の事業について推進
枠として要求する。

○館数の減少等による減

平成２８年度概算要求の概要

社会・援護局地域福祉課

事　　　　項 備　　　　　　　　　　考

１　生活困窮者自立支援法関連経費 ○生活困窮者自立支援法に係る必須事業及び任意事業につい
て、その実施に必要な額を確保するとともに、以下の事業につい
て推進枠として要求する。

・生活困窮者自

立支援法等に係

る補助金 

283億円の内数 

・生活困窮者自

立支援法等に係

る補助金 

359億円の内数 

生活困窮者等に

対する自立支援

策 

577億円の内数 

 

（内訳） 

・生活困窮者自

立支援法等に係

る負担金 

218億円 

・生活困窮者自

立支援法等に係

る補助金 

359億円 

生活困窮者等に 

対する自立支援

策 

500億円の内数 

 

（内訳） 

・生活困窮者自

立支援法等に係

る負担金 

218億円 

・生活困窮者自

立支援法等に係

る補助金 

283億円 

 【優先課題推進枠（当課所管分）】                    ４９億円 

     （内訳） 

  ・子どもの学習支援事業の充実・強化               ３３億円 

    生活困窮世帯の子どもを支援するため、学習支援事業について高

校 

   中退防止等及び家庭訪問の取組を強化する。 

   

  ・生活困窮者等の就農訓練・中間的就労の推進        １６億円 

    生活困窮者等の就労を推進するため、民間団体のノウハウの活用 

   による農業体験や研修を実施し、生活困窮者等の就農や社会参加 

   促進を支援する。 

    また都道府県における就労訓練アドバイザーの配置や、生活困窮者 

   が従事可能な業務の切り出しによる生産性の向上等に係る調査研究 

   などにより、就労訓練事業所の開拓・育成の取組を協力に促進する。 

 【優先課題推進枠（当課所管分）】                   ４０億円 

     （内訳） 

  ・子どもの学習支援事業の充実・強化               ２１億円 

    生活困窮世帯の子どもを支援するため、生活福祉資金（教育支援 

   資金）の拡充を図る。 

 

  ・多機関の協働による包括的支援体制構築事業         １９億円 

    地域の中核となる相談支援機関にコーディネーターを配置すること 

   等により、複合的な悩みを総合的かつ円滑に相談できる体制を整備 

   するとともに、相談者本人のみならず世帯全体が抱える課題を把握し、 

   多機関・他職種の連携・協働による包括的な支援が受けられるように 

 【優先課題推進枠】             

  ・福祉のまちづくりアワード選考・開催経費          ０．２億円 

  「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」での取組について、 

 事例集の作成、実践者による事例発表、各地域において参考となる 

 好事例の選定等を行い、自治体における創意工夫ある効果的な取組 

 事例の横展開を図る。 


